
施策の名称 道路交通のＩＴ化による都市機能の再生とバリアフリー社会の実現（特定交通安

全施設等整備事業の推進）

本施策は、「道路交通のＩＴ化」、「道路交通のバリアフリー化」、「交通渋滞施策の内容

の解消と都市機能の再生」、「交通の安全と円滑がもたらす地方の活力」の４つの・目的

重点項目に基づいた交通安全施設の整備を行うことによって、交通事故の防止、交

通渋滞の解消、交通公害の軽減を図るものである（別紙１～３）。

平成12年中の交通事故死者数は9,066人と５年ぶりに増加に転ずるとともに、人必 要 性

身事故の発生件数は約93万件（前年比10％、10年前と比べ45％増）、負傷者数は約

116万人（前年比10％、10年前と比べ46％増）といずれも過去最多を記録した（別

紙４）。

また、道路の混雑度（交通量／交通容量）の水準は依然として高く、東京、大阪

等の一般道路の平均速度はピーク時においてわずか20km毎時となっており（別紙

５）、交通渋滞による経済損失は年間約12兆円、国民一人当たり約10万円に達する

と試算されている。

さらに、排気ガスと自動車騒音に係る環境基準の達成率は依然として低く、地球

温暖化を招く二酸化炭素の排出量も、運輸部門が全体の約２割、そのうち自動車交

通に起因するものが約９割を占める状況にある（別紙６，７）。

これに対し、自動車保有台数、自動車走行キロ、運転免許人口等の諸指標は増加

を続けており、社会の高齢化も進展する見込みであるため、現段階で十分な対策を

講じなければ、こうした情勢がますます悪化することは不可避である。

平成14年度の特定交通安全施設等整備事業により、平成18年度までの５年間で約達成効果等

33,000件の交通事故を抑止し、約２億2,000万時間の旅行時間と約２億5,000万リッ

トルのガソリンを節約し、さらに約16万トンカーボンの二酸化炭素排出量を削減す

ることが見込まれる。

【参考】

● 平成７年度から11年度までの５年間に整備した特定交通安全施設等の一部によ

り同期間中に得られた便益は、次のとおりである。

・ 交通人身事故の抑止効果 約90,000件(金額に換算すると約3,200億円)

・ 渋滞軽減の経済便益 約１兆7,000億円

・ 二酸化炭素排出量の削減効果 約39万トンカーボン

特定交通安全施設等整備事業費（補助金ベース）予 算 額

平成13年度予算額 17,050百万円

平成14年度要求・要望額 18,571百万円

平成７年度から11年度までの間の特定交通安全施設等整備事業の予算総額は約1,効 率 性



904億円（事業費ベース）であるが、これによる経済便益は、上記「達成効果等」

の項のとおり、同期間中だけで約２兆円に達しており、約11倍の投資効果があっ

た。これを１年当たりに換算すると、概算で、

・ １事業年度中に整備した交通安全施設により、毎年投資費用の4.4倍の効果

が継続して得られる

こととなる。さらに、これが累積されると、

・ 交通安全施設が耐用年数の17年間稼働する場合は、投資費用の約75倍の効果

が得られる

こととなる。

なお、本事業は、上記計画に従い、都道府県公安委員会が上記施策を、道路管理

者が交差点改良等の施策を相互に連携して推進することにより、施策効果を更に高

めている。

上記の達成効果等は、学識経験者、民間事業者等からなる「交通安全施設の効果そ の 他

に関する調査研究委員会」（委員長：横浜国立大学・大藏泉教授）が、事業項目毎

に整備箇所の一定割合を抽出の上、事業実施前後の交通事故・交通渋滞の発生状況

を比較、分析し、交通事故の抑止効果、交通円滑化効果等を算出したものである。

交通規制課 平成13年８月政策所管課 政策評価実施時期



別紙１

公共車両優先システム（＝ＰＴＰＳ）公共車両優先システム（＝ＰＴＰＳ）

車両運行管理システム車両運行管理システム

動的経路誘導システム動的経路誘導システム

緊急通報システム緊急通報システム

交通公害低減システム交通公害低減システム

安全運転支援システム安全運転支援システム

交通管制センター交通管制センター

光ビーコン等により把握した交通の状況を基に信号
制御や交通情報の提供を行います。

　バス・タクシーやトラックの走行位置
などを運行管理者に提供することにより、
効率的な運行を支援し、交通の円滑化を
図ります。

　目的地まで最短時間で到達できる経
路を推奨し、車の利便性を向上させる
とともに、走行ルートを分散させ渋滞
の解消などを図ります。

　自動車乗車中の交通事故や緊急事態の発生時
に自動又は手動により自動車（携帯）電話等の
ネットワークを通じて専用の受付センターに状
況が伝送され、パトカー等の手配を行います。

　大気汚染や気象などの状況を考
慮した交通情報提供や信号制御を
行うことにより、排ガス、騒音等
の交通公害を低減し、環境保護を
図ります。

　ドライバーに車載機等を通じて周
囲の車両や歩行者の状況を伝え、注
意を促すことにより、交通事故を防
止します。

交通情報提供システム（＝ＶＩＣＳ）交通情報提供システム（＝ＶＩＣＳ）

　ＶＩＣＳ車載機等を通じ
てドライバーに渋滞、事故、
所要時間等の交通情報を提
供することにより、交通流
の分散を促し、交通の円滑
化を図ります。

リアルタイムで
変化する渋滞情
報の表示

目的地までの所
要時間情報の表
示

　優先信号制御により、バス運
行の定時性を確保するなど、公
共交通機関の利便性を向上させ
ます。

光ビーコン光ビーコン

車載装置との双方向通信を行
うことにより、各サブシステ
ムを実現します。

高度画像情報システム高度画像情報システム

　交通流監視カメラのデジタ
ル画像を利用して、違法駐車
抑止や信号制御等を行うとと
もに、ドライバーにインター
ネット等を通じて画像情報を
提供します。

最先端のＩＴを活用した交通安全施設等の整備
～道路交通のＩＴ化による国民の安全・アメニティーの確保と都市機能の再生

最先端のＩＴを活用した交通管制センターの高度化、信号機のネットワーク化、光ビーコンの整備等により、交通事故の防止、
交通渋滞の解消、交通公害の軽減をめざすもの。

信号の青延長

をしよう。

信号は青です

木場交差点に向
かっています。

信号は青です。信号は青です。

歩行者等支援システム歩行者等支援システム

　緊急車両に緊急事案や最適経路
等に関する情報を伝達するととも
に、優先信号制御を行うことによ
り、リスポンスタイムの短縮、緊
急走行時の交通事故の防止等を図
ります。

　ＩＴＳ技術を利用し、高齢者、視
覚障害者、車いす利用者等の歩行の
安全及び利便性の向上を図ります。

現場急行支援システム現場急行支援システム



別紙２

バリアフリー化に資する交通安全施設の整備　

①高齢者等感応信号機
押ボタンを押したり、ペンダント型の携帯発信器を
操作すると、それを信号機が感知し、青信号の時間
を延
長する。
　　　　　　

②視覚障害者用付加装置
③音響式歩行者誘導付加装置
鳥の鳴き声（擬音）、メロディ、チャイ
ムにより青信号であることを知らせる。
　　　　　　

④歩行者感応信号機
横断歩道の両側にセンサーを設置して、
歩行者を感知した場合は青信号の時間
を延長する。
　　　　　　

　少子高齢化社会を迎え、高齢者、身障者等が安心して暮らし、自立した日常活
動を営むことのできる道路交通環境を実現しようとするもの。












